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令和８年８月４日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和６年（ワ）第７０５３８号 特許権侵害損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 令和８年５月２６日 

判 決 

当事者の表示  別紙当事者目録記載のとおり 

主 文 5 

１ 原告の請求を棄却する。  

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告は、原告に対し、１０００万円及びこれに対する令和６年１１月１５日か10 

ら支払済みまで年３％の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は、発明の名称を「芳香カートリッジ」とする発明の特許（以下「本件特

許」といい、本件特許に係る特許請求の範囲請求項１の発明を「本件発明」とい

う。）に係る特許権（以下「本件特許権」という。）を有する原告が、別紙被告製15 

品目録記載の各製品（以下、併せて「被告製品」という。）は本件発明の技術的範

囲にそれぞれ属することから、被告による被告製品の譲渡等は本件特許権の侵害

に当たると主張して、被告に対し、不法行為（民法７０９条。損害額につき、特

許法１０２条２項。）に基づき、少なくとも７億２６００万円を下らない損害の一

部請求として１０００万円の損害賠償及びこれに対する令和６年１１月１５日20 

（本件特許権の設定登録日より後の日）から支払済みまで民法所定の年３％の割

合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

  補助参加人は、被告を補助するため本件訴訟に参加した。 

１ 前提事実（証拠等を掲記しない事実は、当事者間に争いがないか、弁論の全

趣旨により容易に認められる。なお、書証の番号は特に断らない限り枝番号を25 
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含む（以下同じ。）。） 

(1) 当事者等 

ア 原告は、雑貨（ノンニコチンスティック等）商品の企画、製造、販売に

関する事業等を行う株式会社である。（甲１） 

イ 被告は、加熱式タバコを含む多様な商品の製造、販売、輸出入等を業と5 

する株式会社である。（甲２） 

ウ 補助参加人は、たばこの輸入及び販売、日本で販売されるたばこに関す

る連絡業務、市場開発、広告宣伝業及び広告物制作業務並びに販売促進業

務等を行う合同会社である。 

     被告製品は、補助参加人の関連会社であるフィリップ・モリス・プロダ10 

クツ・エス・アー（以下「ＰＭＰＳＡ」という。）が製造し、同社から供給

を受けた補助参加人と被告との間の独占的販売契約に基づき、補助参加人

から被告に供給されている製品である。補助参加人は、同契約に基づき、

被告に対し、被告製品が第三者の権利を侵害した場合等に、被告が負担す

る損害・損失等について補償義務を負う。（丙１） 15 

(2) 本件特許権及び本件発明 

原告は、次の特許権（本件特許権）を有している（以下、本件特許に係る

明細書及び図面を「本件明細書」という。）。（甲３、４） 

特許番号  特許第７５８３３９０号 

発明の名称 芳香カートリッジ 20 

出願番号  特願２０２４－１６８２３３号 

出願日   令和６年９月２７日 

分割の表示 特願２０２４－１５４１２１号の分割 

原出願日  平成３１年４月２４日 

登録日   令和６年１１月６日 25 

     特許請求の範囲 
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     【請求項１】 

      「発熱体と接触するエアロゾルフォーマと香気成分を含む被加熱芳香

発生基材が巻装された被加熱芳香発生体と、 

前記被加熱芳香発生体の両端部のうちの芳香カートリッジの端部

側に配設される蓋材と、前記被加熱芳香発生体に隣接するマウスピー5 

スとを、長手方向に連結するように巻装するカートリッジ外装体と、

を備え、 

前記マウスピースは、前記被加熱芳香発生体に隣接する貫通孔を含

む円柱状支持部材と、前記円柱状支持部材に隣接する冷却部材と、前

記冷却部材に隣接するフィルタとを備え、 10 

前記冷却部材は、貫通孔が設けられた円柱状の管で形成されており、

前記被加熱芳香発生体は、煙及び前記香気成分の気体生成持続材料で

ある無機粒子をふくむ、 

ことを特徴とする芳香カートリッジ。」 

     なお、上記「気体生成持続材料」に関し、本件明細書中の「気体生成維15 

持材料」及び「気体生成持続材料」の記載が同一の意味を有することにつ

き、当事者間に争いはなく、以下、両者を区別せず、「気体生成持続材料」

と記載する。 

   (3) 構成要件の分説 

Ａ 発熱体と接触するエアロゾルフォーマと香気成分を含む被加熱芳香発20 

生基材が巻装された被加熱芳香発生体と、 

Ｂ 前記被加熱芳香発生体の両端部のうちの芳香カートリッジの端部側に

配設される蓋材と、前記被加熱芳香発生体に隣接するマウスピースとを、

長手方向に連結するように巻装するカートリッジ外装体と、を備え、 

Ｃ 前記マウスピースは、前記被加熱芳香発生体に隣接する貫通孔を含む25 

円柱状支持部材と、前記円柱状支持部材に隣接する冷却部材と、前記冷
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却部材に隣接するフィルタとを備え、前記冷却部材は、貫通孔が設けら

れた円柱状の管で形成されており、 

Ｄ 前記被加熱芳香発生体は、煙及び前記香気成分の気体生成持続材料で

ある無機粒子をふくむ、 

Ｅ ことを特徴とする芳香カートリッジ。 5 

  (4) 被告の行為等 

被告は、補助参加人との間の独占的販売契約に基づき、補助参加人から供

給される被告製品を日本国内において譲渡又は譲渡の申出をしている。 

被告製品は、ＰＭＰＳＡが製造する「ＩＱＯＳ イルマ」又は「ＩＱＯＳ 

イルマ ｉ」と称する誘導加熱式喫煙具に挿入して用いられるたばこスティ10 

ックである。（甲５） 

ただし、被告製品の具体的な構成については、別紙「被告製品の構成（主

張対比表）」のとおり、争いがある。 

 ２ 争点 

  (1) 被告製品の本件発明の技術的範囲への属否（争点１） 15 

   ア 「被加熱芳香発生基材」及び「被加熱芳香発生体」（構成要件Ａ）の充足

性（争点１－１） 

   イ 「蓋材と……マウスピースとを、長手方向に連結するように巻装するカ

ートリッジ外装体」（構成要件Ｂ）の充足性（争点１－２） 

   ウ 「貫通孔を含む円柱状支持部材」（構成要件Ｃ）の充足性（争点１－３） 20 

   エ 「貫通孔が設けられた円柱状の管」である「冷却部材」（構成要件Ｃ）の

充足性（争点１－４） 

オ 「気体生成持続材料である無機粒子」（構成要件Ｄ）の充足性（争点１－

５） 

  (2) 無効理由の有無（争点２） 25 

   ア 分割要件違反に基づく新規性欠如の有無（争点２－１） 



5 

 

   イ 明確性要件違反の有無（争点２－２） 

   ウ サポート要件違反の有無（争点２－３） 

   エ 実施可能要件違反の有無（争点２－４） 

   オ 特表２０１５－５０３３３６号（丙３６）に係る発明（以下「丙３６発

明」という。）を主引用例とする新規性・進歩性欠如の有無（争点２－５） 5 

  (3) 原告の損害発生の有無及び額（争点３） 

３ 当事者の主張 

  (1)「被加熱芳香発生基材」及び「被加熱芳香発生体」（構成要件Ａ）の充足性

（争点１－１） 

（原告の主張） 10 

ア 本件特許の請求項１において、構成要件Ａの「被加熱芳香発生基材」及

び「被加熱芳香発生体」（以下、併せて「被加熱芳香発生基材等」というこ

とがある。）につき、非タバコ材を用いた基材であるとか、タバコ材を用い

た基材を除くことは記載されていない。また、本件明細書には、本件発明

の背景技術として、吸引力低下の原因は、①結合剤の増加、②常温で液体15 

であるグリセリンやプロピレングリコール等のエアロゾルフォーマの経

時的なブリードアウトであることが説明されている（【０００８】、【００

０９】）。そうすると、被加熱芳香発生基材等がタバコ材を用いたものであ

るか非タバコを用いたものであるかに関わりなく、結合剤等を多量に用い

る必要がある被加熱芳香発生基材等においては、上記①②が発生し、吸引20 

力の低下が起き得ることになるから、本件発明が解決しようとする課題の

背景技術の対象は、非タバコ材の被加熱芳香発生基材等のみならず、タバ

コ材の被加熱芳香発生基材等も含まれる。 

イ また、本件明細書の記載によれば、本件発明は、被加熱芳香発生基材等

が無機粒子を含むことにより、①無機粒子がスペーサとして充填物同士の25 

接触面積を低減し、②長時間高温状態におかれても、エアロゾルフォーマ
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のブリードアウトによる充填物同士の融着を阻害する効果を奏し、かつ、

③無機粒子がエアロゾルフォーマのブリードアウトを抑制する効果を奏

するものであることが理解できるところ（【００６８】、【０２６７】）、これ

らの作用効果は、乾燥して粉砕したタバコ材とグリセリン等のエアロゾル

フォーマと結合剤とを配合した被加熱芳香発生基材等を用いる場合にも5 

奏するものである。 

したがって、本件発明は、非タバコ材のみならず、タバコ材の被加熱芳

香発生基材等における吸引量の低下を解決するものである。 

ウ 本件明細書には、被加熱芳香発生基材等がタバコ材を含むことを前提と

した記載（【００１６】、【００１８】、【００１９】）があり、実際の実証実10 

験においても、乾燥して粉砕したタバコ材とエアロゾルフォーマと結合剤

とを配合した被加熱芳香発生基材を用いる場合、結合剤による影響やエア

ロゾルフォーマの経時的なブリードアウトによって吸引力の低下が起きる

ことになるが、被加熱芳香発生基材に無機粒子を含めることにより、吸引

力の低下を防ぐことが実証されている。 15 

エ さらに、被告製品の被加熱芳香発生基材は、従来の紙巻きタバコのよう

に燃焼により香気を発生させるものではなく、粒径１００㎛以下に微粉砕

されることによりその繊維構造を失った粉砕タバコ粉末に、エアロゾルフ

ォーマ（グリセリン）及び結合剤（グアガム等）を混合し、スラリー状に

して成形した人工的な被加熱芳香発生基材である。 20 

したがって、被告製品の被加熱芳香発生体は、本件発明の被加熱芳香発

生体と同様に、繊維を多量に含んでおらず、結合剤を多量に用いており、

エアロゾルフォーマの経時的なブリードアウトによって、粒子径の空隙が

塞がれ、気体流路が遮断されやすくなる。そのため、被告製品においては、

「結合剤が増加すると、被加熱芳香発生基材の密度が高くなり、加熱によ25 

り放出されるエアロゾルフォーマ及び非タバコ材の被加熱芳香発生基材内
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部からの揮発成分の流路が閉ざされ、エアロゾルの煙や非タバコ材の香気

成分の吸引が困難となり、結果として、吸引量が低下する。」（【０００８】）

という本件発明の課題と同一の課題を有することになる。 

オ 以上のとおり、請求項１及び本件明細書の記載によれば、本件発明の「被

加熱芳香発生基材」は、非タバコ材を用いた基材であれ、タバコ材を用い5 

た基材であれ、素材の由来にかかわらず、繊維を多量に含んでおらず、結

合剤を多量に用いており、エアロゾルフォーマの経時的なブリードアウト

が起こりやすい構造であれば、その範囲に包含するものである。そして、

被告製品のようにタバコ葉の繊維構造を失い、結合剤とエアロゾルフォー

マによって再成形された粉末基材は、無機粒子を含めなければ、結合剤に10 

よる影響やエアロゾルフォーマの経時的なブリードアウトによって粒子間

の空隙が塞がれ、気体流路が遮断されやすくなる。 

よって、被告製品の基材は本件発明の「被加熱芳香発生基材」に含まれ

るものであり、被告製品は、本件発明の「被加熱芳香発生基材」及び「被

加熱芳香発生体」（構成要件Ａ）を充足する。 15 

（被告及び補助参加人の主張） 

ア 本件発明は、加熱によって香味を発生する基材（被加熱芳香発生基材）

を、従来のタバコ材ではない非タバコ材に変えた喫煙カートリッジにおい

て生じる特有の問題である、気体流量の減少という問題を解決することを

課題とする発明であり（【００１４】、【００９７】）、「タバコ材を含むエア20 

ロゾル形成体」については、そのような問題が生じないことは本件明細書

において明確に説明されている（【０００８】～【００１０】、【００４２】、

【００４３】、【０１０６】～【０１０８】等）。また、本件明細書における

基材の材料、製造方法等の説明は全て非タバコ材に関するものであり、タ

バコ材を用いた被加熱芳香発生基材等についての記述はない。発明の効果25 

も、非タバコ材のみを用いた被加熱芳香発生基材についてしか記載されて
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いない。 

このように、本件発明の「被加熱芳香発生基材」、「被加熱芳香発生体」

及び「芳香カートリッジ」は、タバコ材を使用したタバコシートやこれを

使用した喫煙カートリッジを含まない。 

イ これに対し、被告製品は、本件明細書において本件発明の解決課題の対5 

象外とされている従来技術のタバコ材をエアロゾルの発生基材として用い

たものであるから、本件発明における課題及び解決手段とは無関係である。 

したがって、被告製品は、構成要件Ａの「被加熱芳香発生基材」及び「被

加熱芳香発生体」を充足しない。 

ウ なお、原告は、被告製品のタバコシートには繊維を多量に含んでいない10 

ことを前提とした主張をするが、被告製品のタバコ葉の粉末体は、微細な

サイズに粉砕されていても繊維状の成分が残っており、その繊維は他の部

分と絡まり合っているのであって、原告の上記主張は事実に反する。また、

原告の主張する実証実験結果は本件明細書に記載されておらず、そのよう

な後出しのデータを、本件発明の「被加熱芳香発生基材」の用語の意義や15 

本件発明の技術的意義を解釈する上で参酌することは許されない。 

(2) 「蓋材と……マウスピースとを、長手方向に連結するように巻装するカー

トリッジ外装体」（構成要件Ｂ）の充足性（争点１－２） 

 （原告の主張） 

被告製品は、タバコ部の両端部のうちのタバコスティックの端部側に配設20 

される部材Ａ（フロントシール）と、部材Ｂ（タバコ部）に隣接する部材Ｃ、

Ｄ及びＥとを、長手方向に連結するように巻装する巻紙Ｆ及び巻紙Ｇを備え

る（構成ｄ）ものである。そして、本件発明のカートリッジ外装体が１つの

部材をもって構成されていなければならないと限定解釈する理由はないので、

複数の巻紙であってもカートリッジ外装体に含まれるから、被告製品の巻紙25 

Ｆ及び巻紙Ｇは本件発明のカートリッジ外装体に相当し、被告製品は構成要
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件Ｂを充足する。 

 （被告及び補助参加人の主張） 

本件発明は、①蓋材、②被加熱芳香発生体、③マウスピースの３部材を長

手方向に連結するものが「カートリッジ外装体」であると規定している。そ

して、本件特許の請求の範囲の文言によれば、マウスピースは「円柱状支持5 

部材」と「円柱状冷却部材」と「フィルタ」とで構成されるものである。つ

まり、「カートリッジ外装体」は①、②、③を連結することによって１個の「カ

ートリッジ」とするための部材であり、本件明細書には、そのような部材と

しては１個のものしか記載されていない。 

他方、被告製品は、部材Ａ（フロントシール）、部材Ｂ（タバコ部）、部材10 

Ｃ（エアーフローチャンバー）及び部材Ｄ（冷却プラグ）の一部分を、巻紙

Ｆで包み、さらに、中空円筒管状部材に接して部材Ｅ（フィルタ）を位置さ

せて、巻紙Ｆの一部と重なるように巻紙Ｇで巻くことにより、部材Ａ～Ｅが

順次隣接して配置される１本のスティックとして構成している。 

原告が「カートリッジ外装体」に当てはめていると思われる被告製品の巻15 

紙Ｆは、部材Ａ～ＣとＤの一部を連結して巻装しているだけで、部材Ｅは巻

紙Ｇによって部材Ｄと連結されているから、本件発明のように蓋材と被加熱

芳香発生体に、支持部材、冷却材、フィルタの３つで構成される「マウスピ

ース」を連結するという構成が存在しない。 

したがって、「蓋材と……マウスピースとを、長手方向に連結するように巻20 

装するカートリッジ外装体」は存在せず、被告製品は構成要件Ｂを充足しな

い。 

  (3) 「貫通孔を含む円柱状支持部材」（構成要件Ｃ）の充足性（争点１－３） 

（原告の主張） 

ア 「支持部材」について 25 

本件特許の請求の範囲の文言上、本件発明を加熱ブレード挿入方式（喫
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煙デバイスに搭載された加熱ブレードをタバコスティックに挿入し、その

加熱ブレードの抵抗加熱によってタバコを加熱する方式。）に限定する旨

の記載はなく、本件明細書上も、そのように限定する旨の記載や誘導加熱

方式（外部から加熱ブレードを差し込むのではなく、製造時点であらかじ

めタバコ部分の中に小さな金属片を配置しておき、電磁誘導の原理を利用5 

して、上記金属片を熱してタバコ部分を加熱する方式。）を排除する記載

はないから、本件発明は加熱ブレード挿入方式に限定されない。 

「支持部材」とは、被加熱芳香発生体に対して掛かる力に対し、被加熱

芳香発生体を支えてその移動を阻止するものと解釈されるところ、加熱ブ

レード挿入方式のみならず、誘導加熱方式の装置においても、カートリッ10 

ジ挿入時にはカートリッジをしっかり内部に固定するためのテーパーを

持った突起からの抗力がカートリッジに作用し、エアロゾル形成基材を移

動させる力が働く。すなわち、タバコスティックは、デバイスに挿入され

る際、デバイスの内壁全体から圧力を受け続けながら押し込まれることに

なるから、充填物であるタバコ部分にはマウスピース側に移動する力が加15 

わる。また、被告製品をデバイスの長手方向に対して斜めの方向から挿入

しようとすると、タバコスティックにはマウスピース方向（軸方向）への

力が加わる。このとき、部材Ｃ（エアーフローチャンバー）が抵抗となっ

て、「タバコ部分がマウスピース側に移動しないように支持」する。 

したがって、誘導加熱方式の装置に使用される被告製品においても、部20 

材Ｂ（タバコ部）が移動する力が作用する場合に、部材Ｃが部材Ｂに対し

て掛かる力に対し、部材Ｂを支えてその移動を阻止するものとして機能す

る。 

よって、被告製品の部材Ｃは「支持部材」に相当する。 

   イ 「貫通孔を含む円柱状」について 25 

 「円柱」とは、底面が円であり、高さ方向にまっすぐ伸びた立体であり、
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「貫通孔を含む円柱」とは、円柱の中に穴が貫通しているものを意味する。

本件明細書中にも、貫通孔を含む円柱状支持部材が「管」であることが明

記されている（【０１５７】、【０２４４】）。このように、「貫通孔を含む円

柱」は、細長い円筒形で中が空洞になっているものを含む概念であり、「管」

をも含む概念である。 5 

被告製品の部材Ｃは、中空管状であるから、細長い円筒形で中が空洞に

なっているものであり、「貫通孔を含む円柱状」に該当する。 

   ウ 小括 

     したがって、被告製品の部材Ｃは「貫通孔を含む円柱状支持部材」に相

当し、被告製品は構成要件Ｃを充足する。 10 

 （被告及び補助参加人の主張） 

ア 「支持部材」について 

(ｱ) 本件発明の「支持部材」は、被加熱芳香発生体に加熱ブレードなどの

加熱要素が挿入される際に加わる力により、被加熱芳香発生体が、芳香

カートリッジ全体との相対的位置関係において、マウスピースの方向に15 

「移動」しようとするのを受け止めて「支持」するための部材であると

ころ、被加熱芳香発生体のマウスピース方向への移動を防止することは、

加熱ブレードを被加熱芳香発生充填物に挿入するブレード加熱方式のデ

バイス（本件特許の元出願の出願当時に唯一市場に存在したデバイス。）

で使用されるタバコスティックにおいてのみ必要となり、誘導加熱方式20 

のデバイスで用いられるタバコスティックにおいては必要とされない。 

  本件明細書において、被加熱芳香発生体にマウスピース側への相対的

移動を生じさせようとする力が加わる場合として記載されているのは、

発熱体が被加熱芳香発生基材の中に挿入される場合だけであり、それ以

外の場合については記載も示唆もされていない。加えて、本件明細書に25 

は、「本発明は、加熱式喫煙具の電子制御式発熱材を備えたチャンバに、
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発熱体と接触するように装着され（る）……芳香カートリッジに関する。」

（【０００１】）と記載されているとおり、加熱ブレード挿入方式のもの

を意味していることは明らかである。 

これに対し、被告製品は、誘導加熱方式で用いられるカートリッジで

あるから、デバイスのチャンバに装着することにより、スティックが「発5 

熱体と接触するように」なるものではなく、また、「マウスピース側への

移動」を生じさせる力が生じないから、上記「支持」は必要ではない。

実際に、被告製品の部材Ｃ（エアーフローチャンバー）は、その中空管

状の構造により気体の流通路として機能するだけで、タバコ部分の移動

を防止するという「支持」の機能は有していない。したがって、被告製10 

品には、本件発明の「支持部材」に対応するものが存在しない。 

(ｲ) 原告が被告製品について主張する「移動」は、本件明細書が前提にし

ているものとは全く別のもの（タバコスティックをデバイスに挿入した

ときにデバイスの内壁から受ける圧力）であり、そのような内壁からの

圧力を「支持」の根拠とすること自体が失当である上、被告製品の構造15 

上、カートリッジを挿入した際に、部材Ｂ（タバコ基体）とタバコステ

ィック全体との相対関係においてマウスピース方向（軸方向）への力は

ほとんど掛からないから、原告の主張は事実に反する。 

(ｳ) したがって、被告製品の部材Ｃ（エアーフローチャンバー）は、被加

熱芳香発生体が相対的にマウスピース側に移動しないように支持してい20 

るとはいえず、本件発明の「支持部材」には当たらない。 

   イ 「貫通孔を含む円柱状」について 

本件発明の支持部材は、「円柱状」と規定されており、「円柱」とは、中

が詰まっていることが基本的な形態であるのに対し、被告製品の部材Ｃは、

気体を流通させるために設けられた、もともと中空である管ないし中空円25 

筒であるから、「円柱状」との要件を充たさず、円柱状の部材に「貫通孔が
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設けられた」ものでもない。 

   ウ 小括 

したがって、被告製品の部材Ｃは、「貫通孔を含む円柱状支持部材」に当

たらず、被告製品は構成要件Ｃを充足しない。 

  (4) 「貫通孔が設けられた円柱状の管」である「冷却部材」（構成要件Ｃ）の充5 

足性（争点１－４） 

（原告の主張） 

ア 「貫通孔が設けられた円柱状の管」について 

前記(3)のとおり、「貫通孔を含む円柱」は、細長い円筒形で中が空洞に

なっているものを含む概念であり、「管」をも含む概念であるところ、「貫10 

通孔が設けられた円筒状の管」とは、細長い円筒形で中が空洞になってい

るものを意味する。被告製品の部材Ｄ（冷却プラグ）も、中空管状であり、

細長い円筒形で中が空洞になっているものであるから、「貫通孔の設けられ

た円柱状の管」に相当する。 

イ 「冷却部材」について 15 

被告製品の部材Ｄ（冷却プラグ）は、被告製品の広告に記載されている

とおり、煙を冷却する部材であるから、「冷却部材」に相当する。 

ウ 小括 

したがって、被告製品の部材Ｄは「貫通孔が設けられた円柱状の管」で

ある「冷却部材」に相当する。 20 

よって、前記(3)と併せ、被告製品は、構成要件Ｃを充足する。 

 （被告及び補助参加人の主張） 

ア 「貫通孔が設けられた円柱状の管」について 

本件明細書において、「冷却部材」は「空隙率が高い連続孔を有する円柱

状の多孔質体や数多くの貫通孔が設けられた円柱状の管等が用いられる」25 

（【００２９】）と説明されているところ、被告製品の部材Ｄは、アセテー
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ト繊維の集合体である材料を円筒状に形成したものであり、管の外形は約

７ｍｍ、中空部の径は約５ｍｍで、管壁の厚みが約１ｍｍと薄い中空管で

あり、「貫通孔が設けられた円柱状の管」ではない。 

原告の主張によれば、「貫通孔を含む円柱」も、「貫通孔が設けられた円

柱状の管」も、いずれも同じ意味を有することになってしまい、日本語と5 

して不自然極まりない上、本件発明が「貫通孔を含む円柱」ではなく、あ

えて「貫通孔が設けられた円柱状の管」と規定していることを無視するも

のに他ならず、失当である。 

イ 「冷却部材」について 

被告製品の部材Ｄは、「熱交換器」の役割を果たすものではなく、タバコ10 

部から来る気体を吸い口側へとスムーズに流通させるとともに、巻紙Ｇの

通気口から、管壁を構成する通気性の素材（セルロースアセテートの繊維

の集合体）に設けられた通気口を通じて、管の内部に外部の空気を取り込

み、取り込んだ空気が吸引によって管の内部でタバコ部から来る気体と混

ざるようにすることによって、吸い心地を調整している部材であるから、15 

本件発明の「冷却部材」とは異なるものである。 

ウ 小括 

したがって、被告製品の部材Ｄは、「貫通孔が設けられた円柱状の管」で

ある「冷却部材」に当たらず、被告製品は構成要件Ｃを充足しない。 

(5) 「気体生成持続材料である無機粒子」（構成要件Ｄ）の充足性（争点１－５） 20 

 （原告の主張） 

ア 被告製品に無機粒子が存在すること 

本件明細書には被加熱芳香発生体に無機粒子を加える方法の限定はなく、

原告は無機粒子を存在させる代表的な方法として「添加」に係る記載をし

たにすぎない。したがって、本件発明の「無機粒子をふくむ」とは、無機25 

粒子を添加することに限定解釈されるものではなく、何らかの方法により
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被加熱芳香発生体に無機粒子が存在すれば足りる。 

被告製品の解析報告書及び調査報告書には、ＳＥＭ（走査電子顕微鏡）

画像及びＥＤＸ（エネルギー分散型Ｘ線分光法）マッピング分析画像が示

されているところ、これらを合わせ見れば、ＳＥＭ画像により、タバコ葉

表面に白っぽい粒（粒子）が付着していることが分かり、かつ、ＥＤＸマ5 

ッピング分析画像により、ＳＥＭ画像において粒子が確認された特定の領

域内に、例えば、Ｃａ（カルシウム）、Ｃ（炭素）及びＯ（酸素）が含まれ

ていることから、ＣａＯ₃（炭酸カルシウム）が存在することが推測される。

このような分析手法により、被告製品のタバコ葉表面には、炭酸カルシウ

ム、硫酸カリウム、二酸化ケイ素、ケイ酸アルミニウム等と推測される無10 

機物の粒子が存在することが分かる。 

被告及び補助参加人は、タバコシート表面の無機物について、水（テク

ニカルウォーター）に含まれるカルシウム、マグネシウム等が析出した可

能性を指摘するが、仮にそのような無機物が水分の蒸発により析出したの

であれば、当然結晶として成長しているのであり、無機粒子であるといえ15 

る。 

イ 無機粒子の気体生成持続材料としての機能 

(ｱ) 本件発明における「気体生成持続材料」とは、「気体放出量を安定化す

る材料」であり（【００４１】）、無機粒子である（【請求項１】）。本件明

細書には、「幅広い粒子径の無機粒子が、その材質にかかわらず、気体生20 

成持続材料として機能していることが分かる。」、「本発明の無機粒子とし

て使用をすることのできる無機物は、特に限定されない」（【０２６７】、

【０２７６】）と記載されている。 

したがって、気体放出量の低下を改善できるような無機粒子、すなわ

ち、気体生成持続材料として機能する無機粒子であれば、本件発明の「気25 

体生成持続材料である無機粒子」に該当する。 
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無機粒子による気体放出量の低下の改善については、様々な機構が考

えられるが、代表的な例としては、無機粒子によって気体流路の閉塞を

防止することや、被加熱芳香発生基材間の融着を防止することが挙げら

れる。被加熱芳香充填物に無機粒子が存在する以上、また、その大きさ、

形状、存在箇所・態様等からすれば、この無機粒子は気体生成持続材料5 

としての効果を生じていると考えるのが当然である。 

(ｲ) また、本件明細書には、「本発明の無機粒子として使用をすることので

きる無機物は、特に限定されないが、……炭酸カルシウム等の金属炭酸

塩、硫酸マグネシウム及び硫酸カルシウム等の金属硫酸塩、……を単独

で又は二つ以上を選択して用いることができる。更に、ゼオライト、コ10 

ロイダルシリカ及びヒュームドシリカ等の酸化ケイ素、並びに、天然物

である珪藻土及びバーミキュライト等も用いることができる。特に、炭

酸マグネシウム、炭酸カルシウム、酸化ケイ素、及び、アルミナが好ま

しい。」（【０２７６】）と記載されているので、少なくとも「炭酸カルシ

ウムの粒子」、「硫酸カリウムの粒子」及び「二酸化ケイ素の粒子」は、15 

本件発明の「気体生成持続材料である無機粒子」に該当する。 

(ｳ) 被告製品中のタバコシートのタバコ葉の「粉末体」は、タバコ葉が粒

径１００㎛以下という微細なサイズに粉砕されたもので、お互い絡み合

うような繊維を有さない。すなわち、本件明細書で想定されているよう

な、「タバコ材の繊維がその塊状態を維持」できるようなものではなく、20 

「無数の粉末体（タバコ葉）に弾力のある糊を混ぜてぐちゃぐちゃにし

たような構造」であるから、まさに本件発明の課題が発生する態様のも

のである。 

本件明細書には、「無機粒子が充填物の表面に存在すると、無機粒子が

スペーサとして充填物同士の接触面積を低減し、長時間高温状態におか25 

れても、エアロゾルフォーマのブリードアウトによる充填物同士の融着
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を阻害する効果があること、及び、無機粒子がエアロゾルフォーマのブ

リードアウトを抑制する効果があること等が考えられる。」（【０２６７】）

と記載されている。 

そして、上記のとおり、被告製品のタバコシートには、炭酸カルシウ

ム、硫酸カリウム、二酸化ケイ素、ケイ酸アルミニウムの無機粒子が存5 

在しているのであるから、これによって無機粒子がスペーサとしてタバ

コ葉同士の接触面積を低減し、気体の流路を確保できるのは明白であり、

無機粒子が気体生成持続材料として機能していることの立証は十分であ

る。 

ウ 小括 10 

よって、被告製品のタバコシートには気体生成持続材料として機能する

無機粒子が存在するから、被告製品は、本件発明の構成要件Ｄを充足する。 

 （被告及び補助参加人の主張） 

ア 被告製品の製造工程において「無機粒子」を添加していないこと 

本件明細書によれば、「無機粒子」は、①被加熱芳香発生基材の内部に存15 

在させる場合には、「被加熱芳香発生基材の製造プロセスの原材料として被

加熱芳香発生基材組成物中に添加」され（【００６９】）、②表面に存在させ

る場合には、「被加熱芳香発生シートが製造される工程［手段］の後に、無

機粒子を前記非加熱芳香発生シートに散布する工程［手段］と、被加熱芳

香発生基材が製造されるシート加工工程［手段］の後に、無機粒子を被加20 

熱芳香発生基材に散布する工程［手段］」によって添加されるものであり

（【００７０】）、これにより、本件発明の効果（【００９７】）を奏するとさ

れている。また、本件明細書には、被加熱芳香発生基材に無機粒子を添加

した実施例が記載され、その評価（【０１５９】）が行われている。さらに、

本件明細書に記載された被加熱芳香発生体の製造工程図からも、本件発明25 

における「無機粒子」とは、粉体として存在していたものであって、非タ
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バコ材の混合工程あるいは非タバコ材がシート成形された段階で、散布あ

るいは添加されるものと理解される。 

これに対し、被告製品の製造工程には、そもそも炭酸カルシウムその他

の無機粒子を添加する工程が存在せず、被告製品のスラリーの原料にも無

機粒子（粉体）は入っていない。したがって、被告製品のタバコシートは、5 

その表面にも、内部にも、本件発明の「無機粒子」を「ふくむ」余地がな

い。 

原告の提出する被告製品の製品解析報告書及び調査報告書中のＳＥＭ画

像及びＥＤＸマッピング分析画像によっても、被告製品のタバコシートの

表面の何か所かの部位に、例えばＣａ（カルシウム）の元素が集積してい10 

ることが認められるにとどまるところ、以下のとおり、これにより、 Ｃａ

ＣＯ３ （炭酸カルシウム）などの無機物の「粒子」が存在するということ

はできない。すなわち、ＥＤＸは、試料中に含まれる元素の定性／定量分

析とその分布状況を調べる分析手法であって、試料中に含まれる元素は把

握できても、それらの元素がどのような化合物としてどのような形状で存15 

在しているまでは分からない。また、実際のＥＤＸのＣａ（カルシウム）

とＯ（酸素）のマッピング分析画像を比較しても、その形状は一致してお

らず、これらがＣａＣＯ₃（炭酸カルシウム）粒子であるということはでき

ない。 

また、補助参加人提出の被告製品のタバコ材のＳＥＭ写真には、無機粒20 

子は存在しない。 

さらに、仮に、被告製品のタバコシートにおいて高カルシウム濃度が観

察された領域に何らかの形の無機粒子が含まれていたとしても、①タバコ

基材の製造過程で形成されたスラリーが乾燥し水分が蒸発する過程で、ス

ラリー中のイオン性無機物が沈殿し、タバコシート内に堆積物を形成し、25 

それらの一部がシートの表面に露出したものである、又は、②これらの物
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質が、タバコスラリーの製造に使用された地下水や水道水に天然に含まれ

ていた成分やタバコ葉にもともと含まれていた成分が沈殿ないし析出した

ものである、という２通りの合理的な説明が可能である。 

以上より、被告製品のタバコ部分には、本件発明にいう「無機粒子」は

含まれていない。 5 

イ 被告製品において「無機粒子」が「気体生成持続材料」であることの立

証がないこと 

(ｱ) 本件発明において、「気体放出量を安定化する材料を気体生成持続材

料と称する」（【００４１】）として定義される「気体生成持続材料」につ

いて、「気体放出量（の）安定化」機能の有無、程度、測定方法等は本件10 

明細書に一切記載されておらず、この点についての技術常識も存在しな

い。また、本件明細書には、「この気体生成持続材料は、無機粒子であ

る。」（【００６８】）との記載はあるが、これは「気体生成持続材料」が

「無機粒子」である場合を述べているだけであって、当該記載は「気体

生成持続材料」の意味を何ら明確にするものではない。 15 

このように、本件発明の「気体生成持続材料」の意味は不明確である｡

原告は、構成要件Ｄの充足性を立証するために、「気体生成持続材料」と

いえるために必要な「気体放出量（の）安定化」機能の有無、程度、測

定方法等を明らかにした上で、被告製品がこれを充足することを立証し

なければならないが、その立証はない。 20 

(ｲ) 加えて、本件発明の「気体生成持続材料である無機粒子」は、被加熱

芳香シートの表面に付着している場合には、「無機粒子がスペーサとして

充填物同士の接触面積を低減し、長時間高温状態に置かれても、エアロ

ゾルフォーマのブリードアウトによる充填物同士の融着を阻害する効果

がある」（【０２６７】）とされ、シートの内部に存在する場合は、「被加25 

熱芳香発生基材の密度が低くなり、気体流路が閉ざされることが解消さ
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れ」（【００６９】）るとされている。また、本件明細書において、気体生

成持続材料とは、上記のとおり、「気体放出量を安定化する材料」と定義

されている。 

したがって、無機粒子は、シートの内部又は表面に存在し、かつ、そ

れが気体の流通量を低下させないという働きをするものであるときに、5 

初めて「気体生成持続材料」であるといい得る。 

しかし、原告は、被告製品における無機粒子であると主張する炭酸カ

ルシウム等の粒子が、被加熱芳香発生基材の内部で、あるいは被加熱芳

香発生基材同士の間で、気体流路を確保することで「気体放出量を安定

化する」ことにより「気体生成を持続させる」という機能を果たしてい10 

ることを立証できていない。 

   ウ 小括 

     よって、被告製品は、本件発明の構成要件Ｄを充足しない。 

(6) 分割要件違反に基づく新規性欠如の有無（争点２－１） 

    （被告及び補助参加人の主張） 15 

   ア 本件特許は、特願２０２３－２０３７１６（以下「原出願」という。）か

らの分割出願（特許法４４条）によって出願された特願２０２４－１１６

１８３（以下「特許５出願」といい、特許５出願に係る特許を「特許５」

という。）から分割出願された特願２０２４－１５４１２１（以下「特許９

出願」といい、特許９出願に係る特許を「特許９」という。）から更に分割20 

出願されたものであるところ、以下のとおり、本件特許出願、特許９出願、

特許５出願には、それぞれ原出願の明細書等に開示されていない新たな技

術的事項が導入されているから、分割出願の要件を満たさない。 

したがって、本件特許は出願日の遡及効を享受できず、その出願日は令

和６年９月２７日となる。そうすると、本件発明は、特許出願前に日本国25 

内において頒布された刊行物である原出願の特許公開公報（特開２０２４
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－０２３４９５。丙３３。）に記載された発明であるから、新規性又は少な

くとも進歩性を欠き、無効とされるべきである。 

また、本件特許の出願日には、既に被告製品が公然実施されていたから、

被告製品が本件発明の技術的範囲に含まれるのであれば、本件発明は、公

然実施品である被告製品によって、新規性又は少なくとも進歩性を欠くこ5 

ととなる。 

   イ 特許５出願の分割要件違反 

    (ｱ) ｢支持部材｣に関する新規事項追加 

原出願の当初明細書等（以下「原出願当初明細書」という。）には、支

持部材について、その中心に貫通孔を含むものであるとされており、実10 

施形態を示す図においても支持部材はすべて中央に貫通孔を有している

（【００３３】、【図１３】～【図１８】）。他方、特許５の請求項は、支持

部材について「円柱状」とのみ規定しており、「貫通孔」を有するとの限

定がないから、特許５出願に係る発明は、貫通孔を有しない円柱状のも

のを包含するものとなっており、原出願当初明細書に記載された事項の15 

範囲を超えるものである。 

支持部材における流路の構成は、原出願当初明細書の発明の課題とそ

の解決手段に関係する重要な要素であり、同明細書には、支持部材にお

ける気体の通過を確保することが芳香カートリッジとして必須であるこ

とが示されているところ、貫通孔が任意の付加事項であるとする原告の20 

主張は失当である。 

    (ｲ) 「冷却部材」に関する新規事項追加 

原出願当初明細書には、冷却部材について、「冷却部材は、熱交換器の

役割を果たすものが好ましく、空隙率が高い連続孔を有する円柱状の多

孔質体や数多くの貫通孔が設けられた円柱状の管等が用いられる。空隙25 

率は、少なくとも５０％以上は必要であり、７０～９０％であることが
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好ましい。」（【００２９】）と記載されており、実施形態に示される冷却

部材は、すべて貫通孔がなく、円柱の全部分が多孔質体で形成された円

柱形状である（【図１４】、【図１５】、【図２１】、【図２３】）。他方、特許

５の請求項の記載は、冷却材について「円柱状」とのみ規定しており、

「多孔質体」や「多数の貫通孔が設けられた」との限定がないから、円5 

柱であって多孔質体でないものや、円柱に１個の貫通孔を設けたものを

も包含する内容となっており、特許５出願に係る発明は、原出願当初明

細書に記載された事項の範囲を超えるものである。 

原告は、気体の温度を低下させるという機能を有しさえすれば、それ

は「冷却部材」であって、その形態に限定はない旨の主張をするが、原10 

出願当初明細書には、冷却部材に係る技術的事項として、「揮発してきた

エアロゾルフォーマを冷却、凝縮して煙を発生させる」、「紙巻きタバコ

と比較して、芳香カートリッジの加熱部とマウスピースとの極端に短い

間隔で、気体自体の温度を下げ、口腔内で心地よい喫煙を楽しめるよう

にする」（【００２９】）ことが記載されているのであり、そのような機能15 

を実現することのできる冷却部材として、上記の形態が記載されている

のであるから、「多孔質体」や「数多くの貫通孔が設けられた」という技

術的事項が課題解決に関係がないとか、任意の付加事項であるとする原

告の主張は失当である。 

   ウ 特許９出願の分割要件違反（フィルタに関する新規事項追加） 20 

     原出願当初明細書には、フィルタについてキャビティを有するものであ

るとされており（【００２３】、【００３５】）、実施形態の図等によれば、キ

ャビティとは、フィルタと呼ばれる単一の部材自体の一部に設けられた空

洞部を指すと解釈される。他方、特許９の請求項の記載は、フィルタが支

持部材に隣接する部材であるとした上、このフィルタがキャビティを配設25 

されたものとしている。しかるに、原告は、特許９に係る訴訟（東京地方
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裁判所令和６年（ワ）第７０６０３号特許権侵害損害賠償請求事件。以下

「別件訴訟」という。）において、特許９に係る発明のフィルタにつき、被

告製品の部材Ｄ（冷却プラグ）及び部材Ｅ（フィルタ）を一体としてフィ

ルタと捉えた上で、部材Ｄの端から端まで貫通する中空部分がフィルタの

キャビティに当たると主張する。このような原告主張の解釈（２つの異な5 

る部材を一体の構成として「フィルタ」と捉えられる。）を前提とする限り、

特許９発明は、原出願当初明細書に記載された事項の範囲を超えるもので

ある。 

   エ 本件特許出願の分割要件違反（冷却部材に関する新規事項追加） 

     原出願当初明細書には、冷却部材について、上記イ(ｲ)のとおり、「円柱10 

状の多孔質体や数多くの貫通孔が設けられた円柱状の管等が用いられる。」

（【００２９】）と記載されている。これに対し、本件特許の請求項の記載

は、冷却材について「貫通孔が設けられた円柱状の管で形成されており」

と規定しており、「多孔質体」や「多数の貫通孔が設けられた」との限定が

ないから、円柱であって多孔質体でないものや、円柱に１個の貫通孔を設15 

けたものをも包含する内容となっており、そのような形状の冷却部材を包

含し得る本件発明は、原出願当初明細書に記載された事項の範囲を超える

ものである。 

     この点に関する原告の主張が失当であることは上記イ(ｲ)のとおりであ

る。 20 

   オ 以上より、本件特許は、分割要件違反により、新規性又は少なくとも進

歩性を欠き、無効とされるべきものである。 

    （原告の主張） 

   ア 「支持部材」に関わる新規事項追加について 

     原出願当初明細書に記載された「支持部材」は、被加熱芳香発生体のマ25 

ウスピース方向への移動を防止するものであり、一義的かつ明確な語であ
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る。当業者は容易に任意の「支持部材」を選択できるのであり、貫通孔を

有する円柱状の支持部材は、選択可能な態様として特許５の明細書に記載

されているにすぎない。 

     被告及び補助参加人は、「貫通孔」という発明特定事項の削除は、新たな

技術的事項の導入であり許されないと主張するが、親出願の当初明細書等5 

に多数の実施例に対応する多数の課題が記載されている場合、多数の中の

一つの課題を解決するための構成が記載されているのであれば、それは、

親出願の当初明細書等のすべての記載を総合することにより導かれる技術

的事項に含まれると認められると解すべきである。 

     特許５の課題は「被加熱芳香発生基材内及び被加熱芳香発生基材間にお10 

ける気体流路の閉塞による吸引量低下」であり、その課題を解決するため

の手段として被加熱芳香発生体が気体生成持続材料である無機粒子を有す

るという構成を備えたものであるから、ここでは、支持部材が貫通孔を有

することは課題や効果との関係から必要ではない。 

     したがって、「支持部材」は、被加熱芳香発生体のマウスピース方向への15 

移動を防止する部材であればよいから、貫通孔の有無は特許５の課題の解

決には関係がなく、当業者は任意の支持部材を容易に選択することが可能

である。 

     よって、仮に特許５が「貫通孔」という発明特定事項を削除したものと

解釈する余地があったとしても、「貫通孔」には特許５の課題との関係では20 

特段の技術的意義がないから、これを新規事項の追加ということはできな

い。 

   イ 「冷却部材」に関する新規事項追加について 

     原出願当初明細書に記載された「円柱状冷却部材」は、文字どおり「円

柱状」の「冷却」する「部材」であり、本件明細書にも「気体の温度を低25 

下させるための部材」であるとの記載がある（【００２８】）。このように、
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「円柱状冷却部材」とは一義的かつ明確な語であり、これをそのまま発明

特定事項にすることに問題はない。当業者は容易に任意の「円柱状冷却部

材」を選択できるのであり、「円柱状の多孔質体」や、「数多くの貫通孔が

設けられた円柱状の管等」は、選択可能な態様として特許５の明細書に記

載されているにすぎない。 5 

     被告及び補助参加人は、特許５の請求項や本件特許の請求項の記載の「円

柱状冷却部材」の記載は、「多孔質体」や「多数の貫通孔が設けられた」と

いう発明特定事項の削除であるから、新たな技術的事項の導入であり許さ

れないと主張するが、「多孔質体」や「多数の貫通孔が設けられた」という

限定は、特許５及び本件特許の課題解決には関係がなく、当業者は任意の10 

冷却部材を選択することが可能である。 

     よって、仮に特許５及び本件特許が「多孔質体」や「多数の貫通孔が設

けられた」という発明特定事項を削除したものと解釈する余地があったと

しても、これらの特徴は特許５及び本件特許の課題との関係では特段の技

術的意義がなく、新規事項の追加ということはできない。 15 

   ウ 「フィルタ」に関する新規事項追加について 

     原告は、別件訴訟において、被告製品の部材Ｄ（冷却プラグ）及び部材

Ｅ（フィルタ）は一体の構成としてフィルタと捉えられることを前提とし

て主張しているのであって、明細書に冷却部材として示された部材に中空

部があればその中空部分が「フィルタ」のキャビティに当たるとの主張は20 

していない。 

したがって、被告及び補助参加人の主張は、原告の主張を曲解したもの

であり、失当である。 

   エ 小括 

     以上より、特許５、特許９及び本件特許には分割要件違反はなく、出願25 

日が原出願日に遡及する。したがって、丙３３は本件特許の先行文献では
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なく、被告製品は出願前の公然実施品に当たらない。 

     よって、本件特許には無効理由がない。 

  (7) 明確性要件違反の有無（争点２－２） 

    （被告及び補助参加人の主張） 

   ア 「被加熱芳香発生基材」及び「被加熱芳香発生体」について 5 

     本件特許の請求項に記載された「被加熱芳香発生基材」について、本件

明細書中の説明には、特に非タバコ材のみを使用したものに限定する記載

は存在しない一方で、本件明細書では、本件発明は被加熱芳香発生基材に

非タバコ材のみを使用した場合に生ずる芳香性気体の吸入量低下という問

題に対処するための発明であると説明されており、「被加熱芳香発生基材」10 

という用語についての説明に一貫性がない。その結果、当業者は、請求項

に記載された「被加熱芳香発生基材」や「被加熱芳香発生体」がどのよう

なものを含むのかを理解することができない。 

     この点につき原告は、本件明細書の「被加熱芳香発生基材」が非タバコ

材のみを使用したものに限定されないことを前提に、本件明細書の「被加15 

熱芳香発生基材」や「被加熱芳香発生体」も、本件特許の請求項に記載さ

れた「被加熱芳香発生基材」も、非タバコ材のみを使用したものに限定さ

れないという点において明確である旨の主張をする。しかし、本件明細書

は、「被加熱芳香発生体」の語を、タバコ材を含むエアロゾル形成体ではな

く、「繊維を多量に含んでいない非タバコ材を使用する場合」における「被20 

加熱芳香発生シート又は被加熱芳香発生充填物」を指すものとして用いて

おり、「被加熱芳香発生基材」が、「タバコ成分を全く使用せず、非タバコ

材のみを使用する」基材であることを前提に、本件発明の課題、解決手段

及び効果に関する記載並びに実施態様が説明されている（【０００７】、【０

００８】、【００１４】、【００９７】、【０２０９】）ため、請求項に記載され25 

た「被加熱芳香発生基材」や「被加熱芳香発生体」がタバコ成分を使用す
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るものを含むのかを当業者が理解することができず、発明の外延が不明と

なっている。 

     よって、本件発明は、明確性要件を満たさない。 

   イ 「円柱状」について 

     本件発明では、支持部材及び冷却部材の形状が「円柱状」の語を用いて5 

特定されているところ、本件明細書中の用語の使い方を見ると、「円柱状」

とは、その文字どおりの意味（柱のように中が材料で詰まっているもの）

を意味するのか、中が空洞になっているもの（中空管）も含むのかが不明

である。さらに、「数多くの貫通孔が設けられた円柱状の管等」（【００３９】）

では、「管」と「円柱」が一緒にされており、「円柱」の概念がますます不10 

明となっている。 

     このように、明細書上も意味が不明（多義的）である「円柱」の語を用

いて支持部材及び冷却部材の形状を特定している本件発明の請求項は、当

業者にとって発明に含まれる範囲を理解することができないものであるか

ら、明確性要件を満たしていない。 15 

   ウ 「気体生成持続材料」について 

     本件明細書及び本件発明の請求項の記載では、気体生成持続材料が「被

加熱芳香発生基材」に存在するものであるか、「被加熱芳香発生体」に存在

するものであるかが不明確である。また、本件明細書では両者の用語の使

い分けも明確でない。このような明細書の記載に基づく本件特許の請求項20 

の記載は、当業者が発明に含まれるものの範囲を理解することができない

から、明確性要件を満たしていない。 

     この点につき、原告は「被加熱芳香発生体は被加熱芳香発生基材と発熱

体を含む」と主張するが、本件発明は、「被加熱芳香発生体」が「発熱体を

含む」ことは規定しておらず、本件明細書を見ても、むしろ、発熱材は芳25 

香カートリッジではなく加熱式喫煙具のチャンバ内に備えられるとされて
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いる（【０００１】、【００２０】）から、原告の主張はその前提において誤

りである。 

     さらに、気体生成持続材料について、「気体放出量」の「安定化」機能の

有無、程度、測定方法等は本件明細書に記載されておらず、これについて

の技術常識も存在しないのであって、この点からも本件発明の「気体生成5 

持続材料」の意味は不明確である。 

   エ 「無機粒子」について 

     「無機粒子」の語は、一般に、無機粒子の集合物である粉体を意味して

用いられる場合と、無機物である個々の粒子を意味して用いられる場合が

ある。本件明細書中、被加熱芳香発生基材に存在させる方法や効果を確認10 

する場合に関して記載されているものは、粉体としての無機粒子であるが、

本件特許の請求項に規定されている無機粒子は、無機粒子の粉体に由来す

る無機粒子を指すものか、単に個々の無機粒子に着目した無機粒子である

のかが不明である。 

     また、本件明細書には、「平均粒子径」について好ましい数値範囲が記載15 

され（【００７１】）、実施例のいずれにも添加された無機粒子の粒子径が特

定されているが、個々の粒子についての「粒子径」の記載はない。 

よって、本件発明は、明確性要件を満たさない。 

    （原告の主張） 

   ア 「被加熱芳香発生基材」及び「被加熱芳香発生体」について 20 

     「被加熱芳香発生基材」及び「被加熱芳香発生体」は、本件明細書にお

いていずれも明確に定義、説明されており（【０００８】、【００２０】、【０

０２１】等）、これらがタバコ材に限定されるという定義や説明は存在しな

い。仮に、被告及び補助参加人の主張するとおり、本件明細書の記載から

本件発明における被加熱発生芳香基材等が非タバコ材に限定されると読め25 

るとしても、これは単なる解釈にすぎず、明示的な定義や説明ではないか
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ら、それ自体明確な「被加熱発生基材」及び「被加熱芳香発生体」の用語

を不明確にするものではない。 

   イ 「円柱状」について 

     「円柱状」の語義は、「底面が円であり、高さの方向にまっすぐに伸びた

すがた、ありさま」であり、中空管を含む概念である。被告及び補助参加5 

人は、「円柱状」が中実であるという誤った定義に基づいて、明細書や特許

請求の範囲の記載が不明確であると主張しているものである。そもそも請

求項に記載された用語は「円柱」ではなく「円柱状」であるから、これが

中空管を含む概念であることは当業者にとって自明である。 

このように「円柱状」の語義を正解するならば、明細書や特許請求の範10 

囲の記載は明確である。 

   ウ 「気体生成持続材料」について 

(ｱ) 「被加熱芳香発生体」とは、発熱体と接触する「被加熱芳香発生基材」

が巻装されたものであるため（【００２０】、【００２１】等）、気体生成

持続材料は「被加熱芳香発生体」を構成する「被加熱芳香発生基材」に15 

存在する。このように、本件明細書によれば、「被加熱芳香発生体」と「被

加熱芳香発生基材」、及び、気体生成持続材料とこれがどのような関係に

あるかについて明確に理解できる。 

        (ｲ) 本件明細書において、「気体生成持続材料」は、「気体放出量を安定化

する材料」、「被加熱芳香発生体から気体を安定して放出させる材料」と20 

説明されており、その種類は５種類が例示されている（【００４１】、【０

０６８】、【００４９】、【００５１】、【００５３】、【００５５】、【００６

０】）。これらの記載からは、気体生成持続材料は、被加熱芳香発生体か

ら気体を安定して放出させるための何らかの材料であればよいことが分

かり、当業者は任意の材料を選択できる。 25 

したがって、気体生成持続材料は、気体放出量の安定化の有無、程度、
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測定方法等が判明していなければ特定できないような性質のものとはい

えない。 

   エ 「無機粒子」について 

     無機粒子とは、文字どおり無機物の粒子であり、その意味は極めて明確

である。本件明細書には、被加熱芳香発生基材に振りかける、あるいは被5 

加熱芳香発生基材の材料に混ぜる方法が記載されているが、そのような無

機粒子の由来に関する記載によって、請求項の記載がかえって不明確にな

るということはない。 

     本件特許において、無機粒子が粉体であるか個々の無機粒子に着目した

ものであるかは問題とならず、どちらか一方かを明確に区別しなければ特10 

許発明の権利範囲が不明確となるようなものではない。また、本件特許は

無機粒子を構成に含むこと自体が要件であり、これが添加されたかどうか

も問題とはならない。 

   オ 小括 

     以上より、本件特許には明確性要件違反はない。 15 

  (8) サポート要件違反の有無（争点２－３） 

    （被告及び補助参加人の主張） 

ア 「気体生成持続材料」について 

(ｱ) 被加熱芳香発生基材（体）について 

本件特許請求の範囲には、発明の詳細な説明に記載された課題解決手20 

段が反映されていない。 

すなわち、本件明細書の発明の詳細な説明によれば、本件発明は、ス

ティック型電子タバコにおいて、エアロゾル形成基材に非タバコ材のみ

を使用するに場合に生じる特有の問題（結合剤を多く含ませることによ

る基材内部の流路の閉塞、基材同士の融着等による吸引量の低下）を解25 

決することを課題とし、これを解決する手段として、エアロゾル形成基
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材の内部又は表面に「気体生成持続材料」である無機粒子を存在させる

ものである（【０００７】～【００１１】、【００１４】）。 

他方、本件特許の特許請求の範囲には、芳香カートリッジのエアロゾ

ル形成体やエアロゾル形成基材は「被加熱芳香発生体」「被加熱芳香発生

基材」とのみ記載されている。原告の主張によれば、これらはタバコ材5 

で構成されるものも含むとされるところ、タバコ材を使用したエアロゾ

ル形成基材等には、非タバコ材のみを使用する場合に生じる特有の問題

を解決するという課題が存在しないから、本件発明は発明の詳細な説明

に記載された課題解決手段を反映していないこととなり、サポート要件

に反する。 10 

(ｲ) 無機粒子について 

ａ 本件明細書には、気体生成持続材料である無機粒子について、「より

積極的に安定して気体を放出させる材料」（【００６７】）であるとし、

この無機粒子が、①被加熱芳香充填部材の内部に存在する場合と、②

被加熱芳香発生シート又は被加熱芳香発生基材の表面にある場合とに15 

分けた上、上記①の場合は、無機粒子が内部に存在することによって

「被加熱芳香発生基材の密度が低くなり、気体流路が閉ざされること

が解消され」るとし、上記②の場合は、表面に存在する無機粒子が「被

加熱芳香発生基材同士の融着現象を防止することができ、被加熱芳香

発生シート又は被加熱芳香発生基材間の流路を閉ざされることがなく」20 

なるため、「吸引成分の吸引が困難となることもない」として、その作

用・効果を説明している（【００６８】）。 

しかし、上記作用機序は何ら実証を伴ったものではなく、このよう

な作用機序が成り立つかどうか自体が極めて疑わしい。また、少なく

とも、上記作用機序が成り立つために、被加熱芳香発生基材を構成す25 

る材料の組成や組織状態、結合剤の量、添加される無機粒子の添加量、
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その粒径（平均粒径）と実際に存在する粒子の直径等々、様々な前提

条件が必要であることは技術常識上明らかであるが、本件明細書には

そのような条件が記載されていない。加えて、本件明細書中に実施例

として記載されているものは、非タバコ材からなる特定の組成の被加

熱芳香発生基材の表面に、特定の粒子径で特定の量の無機粒子粉体を5 

外からまぶすことによって添加した例のみであり、被加熱芳香発生基

材の充填率も特定の範囲にとどまっている。それにもかかわらず、本

件特許の請求項の記載は、無機粒子の組成、添加量、粒子径、添加態

様、充填率を始めとして、本件明細書に説明された基材同士の融着防

止や機材内部における流路の確保に必要と考えられる条件による限定10 

が存在しない。 

したがって、本件特許の請求項に記載された発明は、発明の詳細な

説明に記載された発明の範囲をはるかに超えており、その記載により

当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲ものではない。 

ｂ また、本件特許の請求項に記載された発明は、無機粒子の存在する15 

場所を限定していないから、これが被加熱芳香発生基材の内部に存在

する場合と表面に存在する場合とを含む。 

しかし、無機粒子が内部にある場合について、本件明細書には、発

明の効果を確認できる記載がない。なお、原告の主張する本件明細書

の段落【０２７７】の記載は、単に「効果を確認している」とするだ20 

けで、具体的にどのような実験等に基づくものかは記載されていない

から、特許請求の範囲に記載された発明が当該発明の課題を解決でき

ると認識できる範囲のものであると当業者に認識させる記載ではない。 

そして、無機粒子が表面に存在するように添加した場合についての

説明と実施例は記載されているものの、いずれも実施例でも無機物の25 

添加量、平均粒子径、充填率、種類（化合物）が限定されており、こ
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れら以外の場合に本件発明の効果が得られるか否かは不明である上、

実施例Ⅴ、Ⅵでは、無機粒子が添加されているにもかかわらず効果が

発現していない。 

ｃ 以上のとおり、無機粒子の添加量、平均粒子径、被加熱芳香発生体

に存在する無機粒子の大きさ、被加熱芳香発生体の充填率等を何ら特5 

定していない請求項の発明は、当業者が発明の課題を解決できると認

識できる範囲を明らかに超えており、サポート要件違反がある。 

イ 「冷却部材」について 

  本件発明の冷却部材について、仮に「貫通孔が設けられた円柱状の管」

（構成要件Ｃ）が「中空管」でもよいという原告の解釈を前提とした場合、10 

本件明細書中の記載や実施例によれば、冷却部材は多孔質体や数多くの貫

通孔が設けられた円柱状の管とされているところ、本件発明の「貫通孔が

設けられた円柱状の管で形成されて」いる冷却部材は、明細書に記載され

た事項の範囲を超えている。 

また、上記「貫通孔が設けられた円柱状の管」（構成要件Ｃ）について正15 

しい解釈（中空円柱である円柱状の管が存在し、その肉厚部に貫通孔が設

けられている）を前提としても、本件明細書には、冷却部材がそのような

形状であることによる効果を確認する記載は存在しない。 

したがって、いずれにせよ、本件発明の「冷却部材は、貫通孔が設けら

れた円柱状の管で形成され」との構成（構成要件Ｃ）は、明細書に記載さ20 

れた事項の範囲を超えている。 

    （原告の主張） 

   ア 「気体生成持続材料」について 

(ｱ) 被加熱芳香発生基材（体）について 

  本件発明の発明特定事項は非タバコ材に限定されるものではなく、本25 

件明細書の記載もタバコ材を含むことを想定しており、タバコ材であっ
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ても繊維質を含まずにエアロゾルフォーマや結合剤を多く含む形態にお

いては、本件発明によって「気体流路の閉塞による吸引成分の吸引量低

下」という課題が解決できる。よって、請求項において、発明の詳細な

説明に記載された、発明の課題を解決するための手段が反映されていな

いということはできない。 5 

(ｲ) 無機粒子について 

  特許請求の範囲の全域において発明課題が解決できることを実施例を

基に立証するためには、膨大な数量の実施例が必要となってくるのであ

るから、特許出願段階ではおよそ不可能である。 

本件発明の無機粒子の作用機序は、本件明細書に明確に説明されてお10 

り（【００６８】）、本件発明において使用可能な典型的な無機粒子につい

ては、複数の実施例があり、その結果が表にまとめられている（【０２６

８】【表２】）ところ、当該表から、幅広い粒子径の無機粒子が、その材

質にかかわらず、気体生成持続材料として機能していることが分かる

（【０２６７】）。このような作用機序と具体例に触れた当業者は、本件発15 

明の無機粒子を容易に認識可能である。原告は、上記のとおり実施例を

用いて、少なくとも一定の無機粒子は本件発明の課題解決効果を奏する

ことを立証しているのであるから、上記作用機序について何らの実証を

伴っていない旨の被告及び補助参加人の主張は根拠のないものである。 

  また、内部に含まれる無機粒子についても、本件明細書中で無機粒子20 

の効果が発現されることを確認しており、その機序についても論理的な

説明がなされている（【０２７７】）。表面に存在する無機粒子については、

幅広い種類や粒子径の無機粒子が、その材質に関わらず、気体生成材料

として機能しているのであり、このことから、特にこれらを限定しなく

ても、発明の課題が解決できることを当業者が認識できるように記載さ25 

れている。 
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  したがって、本件明細書における「気体生成持続材料」に関する記載

に触れた当業者は、本件発明における「気体生成持続材料としての無機

粒子」を容易に認識可能であるから、本件発明がサポート要件に欠ける

ことはない。 

   イ 「冷却部材」について 5 

      被告及び補助参加人の「円柱状」の語の解釈が誤っていることは前記

のとおりである。 

      当業者は、本件明細書の記載から請求項の円柱状部材を容易に理解可

能である。また、本件明細書には「多孔質体」や「数多くの貫通孔が設

けられた円柱状の管等」が円柱状の冷却部材の例として挙げられており、10 

これらの具体例から円柱状の冷却部材を拡張ないし一般化することは当

業者にとって容易であるから、本件発明がサポート要件に欠けることは

ない。 

  (9) 実施可能要件違反の有無（争点２－４） 

    （被告及び補助参加人の主張） 15 

本件発明に関する明細書の発明の詳細な説明は、実施可能要件である「当

業者がその実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載したものであ

ること」（特許法３６条４項１号）を充足しない。上記(8)のとおり、本件明

細書の発明の詳細な記載からでは、当業者が本件発明の全範囲にわたって、

どのようにすれば発明の課題を解決し、本件発明を実施できるかが不明であ20 

る。 

    （原告の主張） 

前記(8)のとおり、当業者であれば、本件明細書で挙げられた説明と具体例

に基づいて、本件発明を実施することが可能である。 

  (10) 丙３６発明を主引用例とする新規性・進歩性欠如の有無（争点２－５） 25 

    （被告及び補助参加人の主張） 
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   ア 丙３６の記載 

特表２０１５－５０３３３６号（丙３６）は、本件特許の優先日よりも

前の２０１３年７月４日に国際公開され、日本おいては２０１５年２月２

日公表された公表特許公報である。丙３６の図１には、以下の図に示され

る構造の加熱式エアロゾル発生物品（タバコスティック。【００１０】、【０5 

０１１】）が記載されている。 

【図１】 

 

このエアロゾル発生物品（タバコスティック）は、加熱要素により加熱

されて吸入可能なエアロゾルを発生するものであり、具体的には、ピン又10 

はブレードの形態である加熱要素８を、エアロゾル形成基材７でなる円筒

プラグに挿入し、加熱要素８に電流を通して発熱させることにより、エア

ロゾル形成基材から、たばこ成分を含むエアロゾルを発生させるように構

成されている（【００１０】～【００１６】）。そして、このタバコスティッ

クは、上流側から順に、前方プラグ２、エアロゾル形成基材７のプラグ、15 

中空の管体６、移送セクション４及びマウスピースフィルタ３を配置し、

シガレット紙と接して組み立てられてロッド（棒）状の物品になっている

（【図１】、【００１７】【００１８】）。 エアロゾル形成基材７は、タバコ含

有材料あるいは非タバコ材料を含むことができ、さらにエアロゾルフォー

マを含むことができる（【００３４】）。また、エアロゾル形成基材の下流側20 
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に位置するフィルタ（マウスピースフィルタ）は、好適なフィルタ材料、

例えばセルロース・アセテート・トウから作ることができ（【００２１】）、

前方プラグは、マウスピースフィルタと同じ材料、例えば、セルロース ・

アセテート・トウから形成することができる（【００２６】）。  

ここで、丙３６に記載されたエアロゾル発生物品は本件発明の「芳香カ5 

ートリッジ」に、加熱要素８は本件発明の「発熱体」に、エアロゾル形成

基材７は本件発明の 「被加熱芳香発生基材」に、エアロゾル形成基材の円

筒プラグは本件発明の 「被加熱芳香発生体」に、前方プラグ２は本件発明

の「蓋材」に相当する。また、エアロゾル形成基材の円筒プラグに隣接し

て順に設けられた中空の管体６、移送セクション４及びマウスピースフィ10 

ルタ３は、併せて本件発明の「マウスピース」に相当し、シガレット紙５

は、本件発明の「カートリッジ外装体」に相当する。そして、前方プラグ

２、エアロゾル形成基材７のプラグ、中空の管体６、移送セクション４及

びマウスピースフィルタ３は、いずれも外形において円柱状である。  

そして、支持部材や貫通孔に関する原告の解釈を前提とすれば、中空の15 

管体６は 「貫通孔を含む円柱状の支持部材」に相当し、移行セクション４

は 「貫通孔が設けられた円柱状の管で形成され」た「冷却部材」に相当す

る。 

   イ 丙３６発明 

     以上から、丙３６には、以下の内容の発明（丙３６発明）が記載されて20 

いる。 

ａ 加熱要素８（発熱体）と接触するエアロゾルフォーマとタバコの香気

成分を含むエアロゾル形成基材７（被加熱芳香発生基材）をロッド状に

巻装してなる、エアロゾル形成基材７のプラグ（被加熱芳香発生体）と、  

ｂ エアロゾル形成基材７のプラグ （被加熱芳香発生体）の両端部のうち25 

の芳香カートリッジの端部側に配設される前方プラグ２ （蓋材）と、エ



38 

 

アロゾル形成基材７のプラグ（被加熱芳香発生体）に隣接するマウスピ

ースとを、長手方向に連結するように巻装するシガレット紙５（カート

リッジ外装体）と、を備え、  

ｃ マウスピースは、エアロゾル形成基材のプラグに隣接する中空管体６

（貫通孔を含む円柱状支持部材）と、円管状の移送セクション４（貫通5 

孔が設けられた円柱状の管で形成された冷却部材）と、移送セクション

４に隣接するマウスピースフィルタ（フィルタ）と、を備え、  

ｅ たことを特徴とする、電気加熱式エアロゾル発生物品（芳香カートリ

ッジ） 

   ウ 対比 10 

     丙３６発明は、本件発明と構成要件Ａ～Ｃ及びＥの構成において一致す

る。 

     他方、丙３６には、エアロゾル形成基材７のプラグが、本件発明の「気

体生成持続材料」である「無機粒子」を含むことについての記載がない。 

     しかし、丙３６発明におけるエアロゾル形成基材の主原料はタバコ葉で15 

あって、タバコ葉に一定量の無機物が含まれていることは、本件特許の優

先日のはるか前から知られており、これらの無機物はエアロゾル形成基体

の内部又は表面に存在することになる。そして、原告は、侵害論において

は「エアロゾル形成基材に何らかの無機粒子が含まれていれば、その無機

粒子は『気体生成持続材料』であり、その無機粒子が『添加された』もの20 

である必要はない」と主張しているのであって、その理屈を丙３６発明の

エアロゾル形成基材にそのまま当てはめれば、丙３６に記載されたエアロ

ゾル形成基材には、原告のいうところの「気体生成持続材料」である「無

機粒子」が存在していることになる。 

     したがって、丙３６に気体生成持続材料である無機粒子についての明示25 

の記載がないことは、本件発明と丙３６発明との実質的な相違点ではない。 
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   エ 小括 

     以上より、本件発明は、丙３６発明に対して新規性又は少なくとも進歩

性を欠いている。 

    （原告の主張） 

本件発明と丙３６発明との相違点としては、「気体生成持続材料」である「無5 

機粒子」の有無を挙げることができるところ、被告及び補助参加人は、この

相違点について、丙３６発明のタバコ葉には一定量の「無機物」が含まれて

いるのであるから、実質的に無機粒子が存在すると主張する。 

しかし、被告及び補助参加人がタバコ葉に含まれると主張するカリウム、

カルシウム等は、無機の元素ではあるが、これがどのような態様で存在する10 

のかが不明である以上、無機物が粒子を形成したものである「無機粒子」と

はいえない。そのため、本件発明と丙３６発明とは、無機粒子の存否の点が

明確に異なるから、本件発明が丙３６発明に開示されているとはいえないし、

この相違点について想到容易と考えられるような根拠もない。 

したがって、本件発明には、新規性及び進歩性が認められる。 15 

(11) 原告の損害発生の有無及び額（争点３） 

（原告の主張） 

被告は、業として、遅くとも本件特許権の設定登録日である令和６年１１

月６日から現在まで、被告製品を譲渡している。 

原告は、誘導加熱式デバイスに挿入して使用するタバコスティックである20 

「Ｔｈｅ Ｔｈｉｒｄ（ザ・サード）」（以下「原告製品」という。）を販売し

ているところ、タバコスティックに係る日本国内の市場において被告と競業

関係にある。 

被告製品の譲渡による被告の現在までの売上高は３０億円を下らず、限界

利益率は２０％を下ることはない。したがって、被告が不法行為によって得25 

た利益は６億円（３０億円×２０％）であり、特許法１０２条２項により、
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同額が原告の被った損害と推定される。 

被告らによる上記不法行為と相当因果関係が認められる弁護士費用は、６

０００万円を下らない。 

上記損害の合計６億６０００万円は資産の譲渡等の対価に該当し、消費税

の課税対象となるため、１０％の消費税相当額６６００万円も損害となる。 5 

したがって、原告の損害は合計７億２６００万円を下らないが、一部請求

として内金１０００万円を請求する。 

（被告及び補助参加人の主張） 

争う。原告製品は、タバコ成分を含まないことを特徴として販売されてい

る「茶葉スティック」であるから、「タバコスティック」である被告製品と市10 

場で競合する関係にない。商品のカテゴリーとしても、原告製品が「雑貨」

に分類されるのに対し、被告製品は、販売等にたばこ事業法による認可を必

要とするたばこ製品であり、需要者が異なる。また、原告製品はフィリップ

モリスの最新の電気加熱式喫煙器具である「ＩＱＯＳ ＩＬＵＭＡ」で使用

できるスティックであることを売り物にして販売されているため、原告製品15 

を購入しようとするのは、既に同器具を保有している消費者であり、通常た

ばこの喫煙者であって、これらの者が禁煙などのために被告製品から原告製

品に乗り換えることはあっても、その反対（原告製品の需要が被告製品によ

って奪われること）は実際上あり得ない。 

第３ 当裁判所の判断 20 

 １ 本件発明について 

   本件明細書には、以下の記載及び表がある。 

   （技術分野） 

本発明は、加熱式喫煙具の電気制御式発熱体を備えたチャンバに、発熱体と

接触するように装着され、発熱体の加熱により生成するエアロゾルの煙と香気25 

成分とを堪能することができる芳香カートリッジに関する。（【０００１】） 



41 

 

（背景技術） 

   このような非タバコ材のみを使用するスティック型電子タバコでは、そのエ

アロゾル形成体に繊維を多量に含むタバコ材を用いることができない上、様々

な風味を放出させるために、多種多様な非タバコ材を使用するが故の問題を抱

えている。（【０００７】） 5 

まず、タバコ材を含むエアロゾル形成体は、タバコ材の繊維がその塊状状態

を維持し、タバコ材の脱落及び融着を妨げていたが、繊維を多量に含んでいな

い非タバコ材を使用する場合、被加熱芳香発生シート又は被加熱芳香発生充填

物（被加熱芳香発生基材）の塊状状態を安定して維持するためには、繊維の機

能を果たす結合剤等を多量に使用することになる。そのため、結合剤が増加す10 

ると、被加熱芳香発生基材の密度が高くなり、加熱により放出されるエアロゾ

ルフォーマ及び非タバコ材の被加熱芳香発生基材内部からの揮発成分（気体）

の流路（気体流路）が閉ざされ、エアロゾルの煙や非タバコ材の香気成分（吸

引成分）の吸引が困難となり、結果として、吸引量が低下する。（【０００８】） 

また、エアロゾルフォーマは、常温で液体であるグリセリンやプロピレング15 

リコール等であるため、結合剤が多くなる程被加熱芳香発生基材から経時的に

ブリードアウトし、被加熱芳香発生基材同士が融着する。そのため、気体流路

が閉ざされ、吸引成分の吸引が困難となり、結果として吸引量が低下する。（【０

００９】） 

（逆に、結合剤等の添加量を低減すると別の問題が起きることもあり、）被加20 

熱芳香発生基材を構成する組成物や配合比を大きく変更して解決することは

難しい。そのため、吸引量に大きな影響を及ぼすマウスピースの構造、並びに、

被加熱芳香発生基材の製造方法及びその充填状態等に着目した解決手段が求

められるものと考えられる。（【００１０】、【００１１】） 

（発明が解決しようとする課題） 25 

本発明は、上述したように、タバコ成分を全く使用せず、非タバコ材のみを
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使用するが故の特有の吸引力低下の課題、すなわち、被加熱芳香発生基材内及

び被加熱芳香発生基材間における気体流路の閉塞による吸引成分の吸引量低

下の課題、を解決することができ、非タバコ材等の脱落や粉塵の発生もない芳

香カートリッジを提供することを目的としている。（【００１４】） 

（課題を解決するための手段） 5 

（吸引最適化手段について、）より具体的には、マウスピースを構成するフィ

ルタに備えられる気体流路の拡大による吸引量の向上を図るキャビティ、マウ

スピースを構成する被加熱芳香発生体のマウスピース側への移動を防止する

支持体に備えられる変形による吸引量低下を防止する形状補強部材、マウスピ

ースに備えられる熱の拡散による接合部の破損を防止する断熱材、並びに、非10 

たばこ材等の脱落物や粉塵の発生を防止する蓋材及び補足する隔壁材を意味

する。気体生成維持材料は、被加熱芳香発生体から放出される気体の流路が閉

塞されない材料である。より具体的には、製造方法により内部構造が改良され

た被加熱芳香発生基材、配合量が最適化された被加熱芳香発生体を構成する被

加熱芳香発生基材、被加熱芳香発生体を構成する被加熱芳香発生基材の内部及15 

び／又は表面に存在する無機粒子、充填率が改良された被加熱芳香発生基材で

ある。（【００２２】） 

吸引最適化を図るためには、加熱により気体を放出する被加熱芳香発生体の

改良も必要である。被加熱芳香発生体の気体放出量は、上述した吸引量と密接

な関係にあり、以下、この点について説明する。本発明では、気体放出量を安20 

定化する材料を気体生成持続材料と称する。（【００４１】） 

   タバコ材を含むエアロゾル形成体は、タバコ材の繊維がその塊状状態を維持

し、タバコ材の脱落及び融着を妨げていたが、繊維を多量に含んでいない非タ

バコ材を使用する場合、被加熱芳香発生基材の塊状状態を安定して維持するた

めには、繊維の機能を果たす結合剤等を多量に使用することになる。そのため、25 

結合剤が増加すると、被加熱芳香発生基材の密度が高くなり、気体流路が閉ざ
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され、吸引成分の吸引が困難となる。また、エアロゾルフォーマは、常温で液

体であるグリセリンやプロピレングリコール等であるため、結合剤が多くなる

程被加熱芳香発生基材から経時的にブリードアウトし易く、被加熱芳香発生基

材同士が融着するので、被加熱芳香発生基材間の流路を閉ざし、吸引成分の吸

引が困難となる。（【００４２】、【００４３】） 5 

   そこで、本発明では、まず、被加熱芳香発生基材の製造方法[装置]により、

上記課題を解決しうることを見出した。（【００４４】） 

   以上、……気体生成持続材料となる被加熱芳香発生基材を製造方法[装置]に

よって最適化するという解決手段を説明してきたが、より積極的に安定して気

体を放出させる材料を考案した。（【００６７】） 10 

   この気体生成持続材料は、無機粒子である。無機粒子の効果は、それが存在

する場所に依存して二通りある。一方は、無機粒子が被加熱芳香充填物の内部

に存在する場合である。無機粒子を被加熱芳香発生体に添加することによって、

被加熱芳香発生基材の密度が低くなり、気体流路が閉ざされることが解消され、

気体の吸引が困難となることがない。他方は、無機粒子が被加熱芳香発生シー15 

ト又は被加熱芳香発生基材の表面にある場合である。エアロゾルフォーマが、

被加熱芳香発生基材から経時的にブリードアウトしても、無機粒子が、被加熱

芳香発生基材同士の融着現象を防止することができ、被加熱芳香発生シート又

は被加熱芳香発生基材間の流路を閉ざされることがなく、吸引成分の吸引が困

難となることが解決される。（【００６８】） 20 

   無機粒子としては、酸化マグネシウム、酸化カルシウム、酸化チタン、酸化

鉄、アルミナ等の金属酸化物、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム等の金属炭

酸塩、リン酸カルシウム等の金属リン酸塩、チタン酸カリウム、チタン酸マグ

ネシウム等のチタン酸塩、ゼオライト、コロイダルシリカ、ヒュームドシリカ

等の酸化ケイ素等であることが好ましく、平均粒子径が、１～１００㎛である25 

ことがより好ましい。更に、無機粒子が効果的に機能するためには、非タバコ
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材１００質量部に対し、無機粒子が０．１～１０質量部添加されることが好ま

しい。（【００７１】） 

   （発明を実施するための形態） 

   ≪評価１≫ 

    作製した芳香カートリッジを長辺７０ｍｍ、短辺１４ｍｍ、高さ４５ｍｍで5 

ある紙製の箱に、被加熱芳香発生体が底に向くように充填した。このように、

用意された芳香カートリッジ入り箱を、４０℃の環境下、２週間ポリ袋に入れ

て放置した。その後に、取り出し、常温常湿環境に１日放置したものについて

以下の評価を行う。充填物を被加熱芳香発生体より取り出し、それらが固まっ

ているかどうかを確認する。それと共に、５人の被験者に喫煙を行ってもらい、10 

吸引量と風味の官能評価を実施した。 

    ランクＡ：ピンセットで取り出した時点で、ほぐれるもの 

              ４人以上が吸引量及び風味共に十分感じ取れるもの 

    ランクＢ：ピンセットで押してほぐれるもの 

              ２人以上が吸引量及び風味共に十分感じ取れるもの 15 

    ランクＣ：ピンセットで押しても、塊の残るもの 

              誰も吸引量及び風味共に十分感じ取れないもの 

    ランクＣのものは、長期の保管などにより、加熱式喫煙具の発熱体に挿入す

るのが困難となる可能性の高いものである。（【０１５９】） 

   具体的な実施例で無機粒子の効果を説明する。そのために、従来から行われ20 

ている製造方法[装置]として、（製造例１）を採用し、この製造方法[装置]で作

製された被加熱芳香発生基材の気体生成持続性に及ぼす各種無機粒子の影響

を次のようにして評価した。（【０２５６】） 

   本実施例では、……被加熱芳香発生充填物を作製した後に、各種無機粒子を

所定量添加し、被加熱芳香発生充填物表面に均一に付着するように散布及びま25 

ぶす工程[手段]を追加した。……このようにして作製された芳香カートリッジ
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について、≪評価１≫を行った。（【０２５７】、【０２５９】～【０２６６】） 

   以上の評価結果を表２に示す。表から明らかなように、幅広い粒子径の無機

粒子が、その材質にかかわらず、気体生成持続材料として機能していることが

分かる。≪評価１≫の結果から明らかなように、被加熱芳香発生充填剤の経時

的な融着が生じることがなく、気体放出量、すなわち、気体吸引量及び風味共5 

に、経時的な変化が少ない。このような効果を発現する理由は定かではないが、

次のように考えられる。無機粒子が充填物の表面に存在すると、無機粒子がス

ペーサとして充填物同士の接触面積を低減し、長時間高温状態におかれても、

エアロゾルフォーマのブリードアウトによる充填物同士の融着を阻害する効

果があること、及び、無機粒子がエアロゾルフォーマのブリードアウトを抑制10 

する効果があること等が考えられる。（【０２６７】、【０２６８】） 

   【表２】 

   被加熱芳香発生基材の気体生成持続性に及ぼす無機粒子の影響 

 被加熟芳香 

発生シート 

無機粒子 粒子径 

 ㎛ 

添加量 

質量部 

充填率 

 ％ 

評価 1 評価 2 

 本 

実施例Ⅰ 製造例 1 炭酸カルシウム 15  1 81  A 10 

実施例Ⅱ 製造倒 1 炭酸マグネシウム 10  1 80  A  20 

実施例Ⅲ 製造例 1 酸化ケイ素 20  1 80  A 15 

実施例Ⅳ 製造例 1 アルミナ  5  1 81  A 30 

実施例Ⅴ 製造例 1 アルミナ  2  1 81  B 35 

実施例Ⅵ 製造例 1 酸化ケイ素 0.5  1 81  B 40 

実施例Ⅶ 製造例 1 酸化ケイ素 47  1 65  A 10 

比較例Ⅰ 製造例 1 ナシ  ―  ― 81  C  ― 

更に、≪評価２≫から明らかなように、無機粒子は、発熱体の汚染を防止す

る効果もあることが認められた。特に、添加する無機粉体の平均粒子径は、１15 

～５０㎛であると良好な効果があり、５㎛以上であると更に汚染の防止効果が
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高まる。（【０２６９】） 

   このような効果を得るためには、無機粒子が、平均粒子径１～１００㎛の直

径を有していることが好ましい。平均粒子径が１㎛未満であると、無機粒子の

効果が低減する。一方、５㎛以上であると、無機粒子の効果が高まるのでより

好ましい。同様の理由で、１０㎛以上であることがより更に好ましい。また、5 

粒子径が大きくなる程、充填物の充填率を下げるが、５０㎛以下であれば、無

機粒子の効果が大きいと共に、必要最低限の充填率を確保することが可能であ

る。（【０２７０】） 

   無機粒子の添加量は、その効果が発現するためには、少なくとも充填物１０

０質量部に対して０．００１質量部が必要であり、０．０１質量部以上である10 

とより好ましく、０．０５質量部以上であるとより更に好ましい。逆に、充填

物１００質量部に対して１０質量部を超えると、充填物の充填率が低下するた

め、気体吸引量や風味への影響がある。このような観点から、５質量部以下で

あることがより好ましく、２質量部以下であることがより更に好ましい。（【０

２７５】） 15 

本発明の無機粒子として使用をすることのできる無機物は、特に限定されな

いが、塩化ナトリウム及び塩化カリウム等の金属塩化物、酸化マグネシウム、

酸化カルシウム、酸化チタン、酸化鉄、及び、アルミナ等の金属酸化物、炭酸

マグネシウム及び炭酸カルシウム等の金属炭酸塩、硫酸マグネシウム及び硫酸

カルシウム等の金属硫酸塩、リン酸カルシウム等の金属のリン酸塩、並びに、20 

チタン酸カリウム及びチタン酸マグネシウム等のチタン酸塩を単独で又は二

つ以上を選択して用いることができる。更に、ゼオライト、コロイダルシリカ

及びヒュームドシリカ等の酸化ケイ素、並びに、天然物である珪藻土及びバー

ミキュライト等も用いることができる。特に、炭酸マグネシウム、炭酸カルシ

ウム、酸化ケイ素、及び、アルミナが好ましい。（【０２７６】） 25 

２ 争点１－５（「気体生成持続材料である無機粒子」（構成要件Ｄ）の充足性）
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について 

事案に鑑み、まず、争点１－５について検討する。 

  (1) 被告製品のタバコシート表面上の無機粒子 

原告は、被告製品のタバコシート表面に、炭酸カルシウム、硫酸カリウム、

二酸化ケイ素、ケイ酸アルミニウムの無機粒子が存在していると主張すると5 

ころ、被告製品のタバコシートのＳＥＭ画像によれば、タバコシート表面上

に直径約１～６㎛の角張った粒子が複数存在し、タバコシート表面から約０．

３～１．６㎛突出していること、これらの粒子が含まれる領域内のＥＤＸマ

ッピング分析画像によれば、特定の粒子に対応する位置に、例えば、炭酸カ

ルシウムを構成する元素（Ｃａ、Ｏ、Ｃ）が多く検出されていることが認め10 

られる（甲８、１１）。これらの点をみる限りは、被告製品に上記粒子が存在

し、かつ、当該粒子が炭酸カルシウムの化合物であること、すなわち無機粒

子であることの蓋然性は、相応にあるということができる。 

もっとも、被告製品の製造工程において無機粒子を添加する工程が存在す

ることを認めるに足りる証拠はなく、無機粒子が被告製品に存在するその他15 

の理由・機序に関する客観的な証拠もない。さらに、上記ＥＤＸマッピング

分析画像において集積が認められる元素についても、実際に原告が主張する

化合物として粒子の形状で存在していることが確実であるとは証拠上認めら

れない。そうすると、上記の蓋然性を考慮に入れたとしても、被告製品のタ

バコシートの表面上に無機粒子が存在していることについては、疑いが残る20 

ものといわざるを得ない。 

このことを前提に、以下、仮に被告製品のタバコシートの表面上に無機粒

子が存在しているとした場合、これが「気体生成持続材料である無機粒子」

といえるか否かについて検討する。 

  (2) 「気体生成持続材料」の意味 25 

    原告は、気体放出量の低下を改善できるような無機粒子、すなわち、気体
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生成持続材料として機能する無機粒子であれば、本件発明の「気体生成持続

材料である無機粒子」に該当するとした上で、被加熱芳香充填物に無機粒子

が存在する以上は、また、その大きさ、形状、存在箇所・態様等からすれば、

この無機粒子は気体生成持続材料としての効果を生じていると考えるのが当

然であるから、被告製品には「気体生成持続材料である無機粒子」が含まれ5 

ると主張する。 

そこで検討するに、「気体生成持続材料」は、一般的な用語ではなく、本件

明細書中の用語であるところ、「本発明では気体放出量を安定化する材料を

気体生成持続材料と称する。」（【００４１】）との記載からすると、「気体生成

持続材料」とは気体放出量を安定化する機能を有するものと理解される。 10 

そして、理由は定かではないものの、無機粒子がタバコシートのような充

填物の表面に存在することで、充填物同士の接触面積を低減し、エアロゾル

フォーマのブリードアウトによる充填物同士の融着を阻害する効果があるこ

と、及び、エアロゾルフォーマのブリードアウトを抑制する効果があること

等により、気体放出量が安定化し、気体吸引量及び風味の経時的な変化が抑15 

制されるものと理解することができる（【０２６７】）。 

そうすると、本件明細書中の「気体生成持続材料」として機能する「無機

粒子」とは、上記の機能、すなわち、タバコシートのような充填物の表面に

存在することで、充填物同士の接触面積を低減し、エアロゾルフォーマのブ

リードアウトによる充填物同士の融着を阻害し、エアロゾルフォーマのブリ20 

ードアウトを抑制することで、気体放出量を安定化する機能を有する無機粒

子をいうものと解するのが相当である。 

  (3) 気体生成持続材料として機能する無機粒子の範囲 

   ア 本件明細書の中の実施例Ⅰ～Ⅶは、いずれも、被加熱芳香発生充填物１

００質量部に対して１質量部の無機粒子の粉体を、被加熱芳香発生充填物25 

の表面全体に付着するように散布するとともにまぶした被加熱芳香発生充
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填物を用いて作製した被加熱芳香発生体であり（【０２５９】～【０２６５】）、

各実施例の無機粒子の粉体の平均粒子径は０．５～４７㎛、充填物の充填

率は６５～８１％である。そして、これらの実施例のいずれにおいても、

評価１の結果はランクＢ以上というのであって、上記実施例において添加

された無機粒子はいずれも気体生成持続材料として機能しているものと評5 

価される。 

これに対し、比較例Ⅰは、無機粒子の粉体を散布するとともにまぶすと

いう工程を経ない被加熱芳香発生充填物を用いて作成した被加熱芳香発生

体であり（【０２６６】）、その充填率は８１％であったところ、評価１の結

果はランクＣである。 10 

イ そして、本件明細書には、上記実施例の試験結果を踏まえ、「このような

効果を得るためには、無機粒子が、平均粒子径１～１００㎛の直径を有し

ていることが好ましい。」、「無機粒子の添加量は、その効果が発現するため

には、少なくとも充填物１００質量部に対して０．００１質量部が必要で

あり、０．０１質量部以上であるとより好ましく、０．０５質量部以上で15 

あるとより更に好ましい。」（【０２７０】、【０２７５】）との記載がある。

これらの記載は、無機粒子の気体生成持続材料としての効果に関するもの

か、発熱体の汚染を防止する効果（表２の評価２に関する。【０２６９】）

に関するものか区別されていないものの、後者の効果については、「添加す

る無機粉体の平均粒子径は、１～５０㎛であると良好な効果があり、５㎛20 

以上であるとさらに汚染の防止効果が高まる。添加する無機粉体の添加量

は、０．０１～５質量部であると良好な効果があり、０．１質量部以上と

するとさらに汚染の防止効果が高まる。」（【０２６９】）との記載が別にあ

ることから、上記【０２７０】及び【０２７５】の記載は、少なくとも、

気体生成持続材料としての効果と発熱体の汚染を防止する効果の双方に関25 

するものと捉えるのが自然である。 
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ウ 上記実施例及び比較例の結果並びに本件明細書の記載を踏まえると、ど

のような粒子径、添加量、充填率であっても、無機粒子が被加熱芳香充填

物の表面に存在するというだけで気体生成持続材料として機能するとはい

えず、本件明細書の【０２７０】、【０２７５】及び【表２】に記載される

ような所定の粒子径、添加量、充填率の条件を満たす必要があると解する5 

のが合理的である。 

  (4) 被告製品における無機粒子に関する原告の主張立証 

    以上を前提に検討するに、原告は、被告製品のタバコシートの表面上に存

在する無機粒子は「気体生成持続材料である無機粒子」に該当する旨主張す

る。 10 

しかし、原告は、被告製品のタバコシートの表面に存在すると主張する無

機粒子につき、その粒子径、添加量、充填率について何ら主張立証しないの

であって、当該無機粒子が気体生成持続材料として機能することにつき、何

らの立証もないものといわざるを得ない。 

    したがって、被告製品のタバコシートの表面に無機粒子が存在するか否か、15 

また、その無機粒子が被告製品の製造工程において添加されたことを要する

か否かを判断するまでもなく、被告製品に気体生成持続材料としての無機粒

子が存在するということはできないのであるから、原告の上記主張は採用す

ることができない。 

  (5) 小括 20 

 以上より、被告製品は本件発明の構成要件Ｄを充足しない。 

 ３ 争点２－３（サポート要件違反の有無）及び争点２－４（実施可能要件違反

の有無）について 

   次に、争点２－３及び争点２－４について検討する。 

  (1) サポート要件違反について 25 

    特許請求の範囲の記載が明細書のサポート要件（特許法３６条６項１号）
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に適合するか否かは、特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを

対比し、特許請求の範囲に記載された発明が、発明の詳細な説明に記載され

た発明で、発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決で

きると認識できる範囲のものであるか否か、また、その記載や示唆がなくと

も当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識で5 

きる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものである（知的財産高

等裁判所平成１７年１１月１１日判決・判時１９１１号４８頁参照）。 

    本件発明が解決しようとする課題は、「被加熱芳香発生基材内及び被加熱

芳香発生基材間における気体流路の閉塞による吸引成分の吸引量低下」（【０

０１４】）であるところ、気体流路の閉塞は、結合剤が増加することにより被10 

加熱芳香発生基材の密度が高くなったり、被加熱芳香発生基材からエアロゾ

ルフォーマが経時的にブリードアウトし、被加熱芳香発生基材同士が融着し

たりすることにより生じる（【０００８】、【０００９】）。 

    この課題の解決方法として、前記のとおり、本件明細書には、気体生成持

続材料として機能する無機粒子を被加熱芳香発生基材の表面に存在させるこ15 

とが挙げられているところ、当業者が、上記課題を解決することができると

認識することができる範囲の無機粒子は、【０２７０】、【０２７５】及び【表

２】に記載されるような所定の粒子径、添加量、充填率の条件を満たすもの

に限られるのであって、作用機序（【００６８】）や出願当時の技術常識に照

らしても、当業者が無機粒子の粒子径等にかかわらず上記課題を解決するこ20 

とができると認識することができるとはいえない。 

    したがって、無機粒子に関して粒子径、添加量、充填率について何ら限定

しない本件発明は、発明の詳細な記載によりその課題を解決することができ

ると認識することができないから、サポート要件を満たさない。 

  (2) 実施可能要件違反について 25 

    前記のとおり、本件発明は、無機粒子に関して粒子径、添加量、充填率に
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ついての限定がないところ、本件明細書中には、これらについて限定した無

機粒子の記載しかないから、当業者が、本件発明の全部を実施できるように

記載されているとはいえず、実施可能要件（特許法３６条４項１号）も満た

さない。 

  (3) 小括 5 

    以上より、本件発明にはサポート要件違反及び実施可能要件違反の無効理

由がある。 

４ まとめ 

したがって、その余の点について論ずるまでもなく、原告は、被告に対し、

本件特許権侵害の不法行為に基づく損害賠償請求権を行使し得ない。 10 

第４ 結論 

よって、原告の請求は理由がないから、これを棄却することとして、主文のと

おり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第４７部 15 

 

 

裁判長裁判官 

                 

     廣 瀬  孝  20 

 

 

裁判官 

                 

池   田   幸   子 25 
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裁判長裁判官 5 

                 

     廣 瀬  孝  
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別紙 

当事者目録 

 

 

原       告 Future Technology 株式会社 

      

同訴訟代理人弁護士 小林 幸夫 

同             弓削田 博 

同             平田 慎二 

   

被 告 双日株式会社 

 

同訴訟代理人弁護士     𠮷田 和彦 

同             高石 秀樹 

  東京都千代田区永田町二丁目１１番１号 山王パークタワー 

     被告補助参加人（以下「補助参加人」という。） 

フィリップ・モリス・ジャパン合同会社 

      

      

     同訴訟代理人弁護士     古城 春実 

     同             堀籠 佳典 

     同             岡田 健太郎 

     同             平井 佑希 
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別紙 

被告製品目録 

（省略）  
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別紙 

被告製品の構成（主張対比表） 

（省略） 


